
（別表２）

不 利 益 処 分 に 係 る 処 分 基 準

（平成２５年１０月 １日作成）

法 令 名 児童福祉法

根 拠 条 項 第４６条第３項

児童福祉施設の最低基準を維持するための改善命令

処分の概要 （児童発達支援センター及び障害児入所施設に係るものに限る。）

都道府県知事は、児童福祉施設の設備又は運営が最低基準に達しないときは、その施設の

法令の定め 設置者に対し、必要な改善を勧告し、又はその施設の設置者がその勧告に従わず、かつ、児

童福祉に有害であると認められるときは、必要な改善を命ずることができる。

処 分 基 準

処分担当課 各総合振興局（振興局）保健環境部社会福祉課 （電話番号： ）

問い合わせ先 保健福祉部福祉局障がい者保健福祉課精神障がい・発達支援グループ（電話番号：

011-204-5264）

処分の原因となる事実について、個別の情状等に対して具体的な基準を画一的に定めるこ

備 考 とが困難なため、基準の設定はしていない。

（公表アドレス： http://www.pref.hokkaido.lg.jp/hf/shf/syofuku/shinsakijjun.htm）



（別表２）

不 利 益 処 分 に 係 る 処 分 基 準

（平成２５年１０月 １日作成）

法 令 名 児童福祉法

根 拠 条 項 第４６条第４項

児童福祉施設の事業停止命令

処分の概要 （児童発達支援センター及び障害児入所施設に係るものに限る。）

都道府県知事は、児童福祉施設の設備又は運営が最低基準に達せず、かつ、児童福祉に著

法令の定め しく有害であると認められるときは、都道府県児童福祉審議会の意見を聴き、その施設の設

置者に対し、その事業の停止を命ずることができる。

処 分 基 準

処分担当課 各総合振興局（振興局）保健環境部社会福祉課 （電話番号： ）

問い合わせ先 保健福祉部福祉局障がい者保健福祉課精神障がい・発達支援グループ（電話番号：

011-204-5264）

処分の原因となる事実について、個別の情状等に対して具体的な基準を画一的に定めるこ

備 考 とが困難なため、基準の設定はしていない。

（公表アドレス： http://www.pref.hokkaido.lg.jp/hf/shf/syofuku/shinsakijjun.htm）



（別表２）

不 利 益 処 分 に 係 る 処 分 基 準

（平成２５年１０月 １日作成）

法 令 名 児童福祉法

根 拠 条 項 第５６条第２項、第１０項

費用徴収及び支払い命令

処分の概要 （児童発達支援センター及び障害児入所施設に係るものに限る。）

② 第５０条第５号、第６号、第６号の３及び第７号から第７号の３までに規定する費用を

法令の定め 支弁した都道府県は、本人又はその扶養義務者から、その負担能力に応じ、その費用の全

部又は一部を徴収することができる。

⑩ 第１項から第３項まで又は第７項の規定により徴収される費用を、指定の期限内に納付

しない者があるときは、第１項に規定する費用については、国税の、第２項、第３項又は

第７項に規定する費用については地方税の滞納処分の例により処分することができる。こ

の場合における徴収金の先取特権の順位は、国税及び地方税に次ぐものとする。

北海道児童福祉施設費用徴収規則

処 分 基 準

処分担当課 各総合振興局（振興局）保健環境部社会福祉課 （電話番号： ）

問い合わせ先 保健福祉部福祉局障がい者保健福祉課精神障がい・発達支援グループ（電話番号：

011-204-5264）

備 考

（公表アドレス： http://www.pref.hokkaido.lg.jp/hf/shf/syofuku/shinsakijjun.htm）



（別表２）

不 利 益 処 分 に 係 る 処 分 基 準

（平成２５年１０月 １日作成）

法 令 名 児童福祉法

根 拠 条 項 第５８条

児童福祉施設の設置認可取消し

処分の概要 （児童発達支援センター及び障害児入所施設に係るものに限る。）

第３５条第４項の規定により設置した児童福祉施設が、この法律若しくはこの法律に基づ

法令の定め いて発する命令又はこれらに基づいてなす処分に違反したときは、都道府県知事は、同項の

認可を取り消すことができる。

処 分 基 準

処分担当課 各総合振興局（振興局）保健環境部社会福祉課 （電話番号： ）

問い合わせ先 保健福祉部福祉局障がい者保健福祉課精神障がい・発達支援グループ（電話番号：

011-204-5264）

処分の原因となる事実について、個別の情状等に対して具体的な基準を画一的に定めるこ

備 考 とが困難なため、基準の設定はしていない。

（公表アドレス： http://www.pref.hokkaido.lg.jp/hf/shf/syofuku/shinsakijjun.htm）



（別表２）

不 利 益 処 分 に 係 る 処 分 基 準

（平成２５年１０月 １日作成）

法 令 名 児童福祉法

根 拠 条 項 第５９条第３項

無認可児童福祉施設に対する改善勧告

処分の概要 （児童発達支援センター及び障害児入所施設に係るものに限る。）

都道府県知事は、児童の福祉のため必要があると認めるときは、第１項に規定する施設の

法令の定め 設置者に対し、その施設の設備又は運営の改善その他の勧告をすることができる。

処 分 基 準

処分担当課 各総合振興局（振興局）保健環境部社会福祉課 （電話番号： ）

問い合わせ先 保健福祉部福祉局障がい者保健福祉課精神障がい・発達支援グループ（電話番号：

011-204-5264）

処分の原因となる事実について、個別の情状等に対して具体的な基準を画一的に定めるこ

備 考 とが困難なため、基準の設定はしていない。

（公表アドレス： http://www.pref.hokkaido.lg.jp/hf/shf/syofuku/shinsakijjun.htm）



（別表２）

不 利 益 処 分 に 係 る 処 分 基 準

（平成２５年１０月 １日作成）

法 令 名 児童福祉法

根 拠 条 項 第５９条第５項、第６項

無認可施設に対する事業の停止又は施設の閉鎖命令

処分の概要 （知的障害児施設、知的障害児通園施設、盲ろうあ児施設、肢体不自由児施設、重症心身障

害児施設に係るものに限る。）

⑤ 都道府県知事は、第１項に規定する施設について、児童の福祉のため必要があると認め

法令の定め るときは、都道府県児童福祉審議会の意見を聴き、その事業の停止又は施設の閉鎖を命ず

ることができる。

⑥ 都道府県知事は、児童の生命又は身体の安全を確保するため緊急を要する場合で、あら

かじめ都道府県児童福祉審議会の意見を聴くいとまがないときは、当該手続を経ないで前

項の命令をすることができる。

処 分 基 準

処分担当課 各総合振興局（振興局）保健環境部社会福祉課 （電話番号： ）

問い合わせ先 保健福祉部福祉局障がい者保健福祉課精神障がい・発達支援グループ（電話番号：

011-204-5264）

処分の原因となる事実について、個別の情状等に対して具体的な基準を画一的に定めるこ

備 考 とが困難なため、基準の設定はしていない。

（公表アドレス： http://www.pref.hokkaido.lg.jp/hf/shf/syofuku/shinsakijjun.htm）



（別表２）

不 利 益 処 分 に 係 る 処 分 基 準

（平成２５年１０月 １日作成）

法 令 名 身体障害者福祉法

根 拠 条 項 第１６条第２項

身体障害者手帳の返還命令

処分の概要

都道府県知事は、次に掲げる場合には、身体障害者手帳の交付を受けた者に対し身体障害

法令の定め 者手帳の返還を命ずることができる。

①本人の障害が別表に掲げるものに該当しないと認めたとき

②身体障害者手帳の交付を受けた者が正当な理由なく、第１８条の規定による診査又は児童

福祉法第１９条第１項の規定による診査を拒み、又は忌避したとき

③身体障害者手帳の交付を受けた者がその身体障害者手帳を他人に譲渡し又は貸与したとき

処 分 基 準

処分担当課 北海道立心身障害者総合相談所医務課 （電話番号：011-613-5455）

問い合わせ先 保健福祉部福祉局障がい者保健福祉課地域支援グループ（電話番号：011-204-5278）

処分の原因となる事実については、個別の情状等に対して具体的な基準として画一的に決

備 考 めることが困難なため、基準の設定はしていない。

（公表アドレス： http://www.pref.hokkaido.lg.jp/hf/shf/syofuku/shinsakijjun.htm）



（別表２）

不 利 益 処 分 に 係 る 処 分 基 準

（平成２５年１０月 １日作成）

法 令 名 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律

根 拠 条 項 第１９条の９第１項

指定病院の指定の取消

処分の概要

都道府県知事は、指定病院が、前条の基準に適合しなくなつたとき、又はその運営方法が

法令の定め その目的遂行のために不適当であると認めたときは、その指定を取り消すことができる。

「法律第１９条の８の規定に基づき厚生大臣の定める指定病院の基準」（平成８年３月２

処 分 基 準 １日厚生省告示第９０号）に適合しなくなった場合や、患者の治療方法、処遇方法等に著し

い瑕疵があり、国または都道府県立の精神科病院に代わる施設としてふさわしくない場合。

処分担当課 保健福祉部福祉局障がい者保健福祉課 （電話番号：011-204-5279）

問い合わせ先 保健福祉部福祉局障がい者保健福祉課精神障がい・発達支援グループ （電話番号：

011-204-5279）

備 考

（公表アドレス： http://www.pref.hokkaido.lg.jp/hf/shf/syofuku/shinsakijjun.htm）



（別表２）

不 利 益 処 分 に 係 る 処 分 基 準

（平成２５年１０月 １日作成）

法 令 名 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律

根 拠 条 項 第３１条

措置入院費の費用徴収

処分の概要

都道府県知事は、第 29 条第１項及び第 29 条の２第１項の規定により入院させた精神障

法令の定め 害者又はその扶養義務者が入院に要する費用を負担することができると認めたときは、その

費用の全部又は一部を徴収することができる。

「精神保健及び精神障害者福祉に関する法律による措置入院患者の費用徴収額、結核予防

処 分 基 準 法による命令入所患者等の自己負担額及び麻薬及び向精神薬取締法による措置入院者の費用

徴収額の認定基準について」による

…（平成７年６月１６日厚生省発健医第１８９号厚生事務次官通知）

処分担当課 総合振興局(振興局)保健環境部

保健行政室（地域保健室）健康推進課 （電話番号： ）

問い合わせ先 保健福祉部福祉局障がい者保健福祉課精神障がい・発達支援グループ （電話番号：

011-204-5279）

備 考

（公表アドレス： http://www.pref.hokkaido.lg.jp/hf/shf/syofuku/shinsakijjun.htm）



（別表２）

不 利 益 処 分 に 係 る 処 分 基 準

（平成２５年１０月 １日作成）

法 令 名 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律

根 拠 条 項 第３３条の４第６項

応急入院指定病院の指定の取消

処分の概要

都道府県知事は、第１項の指定を受けた精神科病院が同項の基準に適合しなくなつたと認

法令の定め めたときは、その指定を取り消すことができる。

「法第３３条の４第１項の基準に基づき、厚生大臣の定める基準」（昭和６３年４月８日

処 分 基 準 厚生省告示第１２７号）に適合しなくなったとき。

処分担当課 保健福祉部福祉局障がい者保健福祉課 （電話番号：011-204-5279）

問い合わせ先 保健福祉部福祉局障がい者保健福祉課精神障がい・発達支援グループ （電話番号：

011-204-5279）

備 考

（公表アドレス： http://www.pref.hokkaido.lg.jp/hf/shf/syofuku/shinsakijjun.htm）



（別表２）

不 利 益 処 分 に 係 る 処 分 基 準

（平成２５年１０月 １日作成）

法 令 名 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律

根 拠 条 項 第３８条の３第４項

処分の概要 精神科病院へ入院中の者の退院命令

都道府県知事は、第２項の規定により通知された精神医療審査会の審査の結果に基づき、

法令の定め その入院が必要でないと認められた者を退院させ、又は精神科病院の管理者に対しその者を

退院させることを命じなければならない。

精神医療審査会において、その入院が必要ないと認められた場合。

処 分 基 準

処分担当課 保健福祉部福祉局障がい者保健福祉課 （電話番号：011-204-5279）

問い合わせ先 保健福祉部福祉局障がい者保健福祉課精神障がい・発達支援グループ （電話番号：

011-204-5279）

備 考

（公表アドレス： http://www.pref.hokkaido.lg.jp/hf/shf/syofuku/shinsakijjun.htm）



（別表２）

不 利 益 処 分 に 係 る 処 分 基 準

（平成２５年１０月 １日作成）

法 令 名 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律

根 拠 条 項 第３８条の５第５項

退院等の請求に基づく処分等の命令

処分の概要

都道府県知事は、第２項の規定により通知された精神医療審査会の審査の結果に基づき、

法令の定め その入院が必要でないと認められた者を退院させ、又は当該精神科病院の管理者に対しその

者を退院させることを命じ若しくはその者の処遇の改善のために必要な措置を採ることを命

じなければならない。

精神医療審査会において、退院等の請求による審査の結果、入院が必要ないと認められた

処 分 基 準 場合。

処分担当課 保健福祉部福祉局障がい者保健福祉課 （電話番号：011-204-5279）

問い合わせ先 保健福祉部福祉局障がい者保健福祉課精神障がい・発達支援グループ （電話番号：

011-204-5279）

備 考

（公表アドレス： http://www.pref.hokkaido.lg.jp/hf/shf/syofuku/shinsakijjun.htm）



（別表２）

不 利 益 処 分 に 係 る 処 分 基 準

（平成２５年１０月 １日作成）

法 令 名 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律

根 拠 条 項 第３８条の７第１項

精神科病院に対する改善命令

処分の概要

厚生労働大臣又は都道府県知事は、精神科病院に入院中の者の処遇が第 36 条の規定に違

法令の定め 反していると認めるとき又は第 37 条第１項の基準に適合していないと認めるときその他精

神科病院に入院中の者の処遇が著しく適当でないと認めるときは、当該精神科病院の管理者

に対し、措置を講ずべき事項及び期限を示して、処遇を確保するための改善計画の提出を求

め、若しくは提出された改善計画の変更を命じ、又はその処遇の改善のために必要な措置を

採ることを命ずることができる。

「精神保健及び精神障害福祉に関する法律第３６条第２項の規定に基づき厚生大臣が定め

処 分 基 準 る行動の制限」（昭和６３年４月８日厚生省告示第１２８号）、「精神保健及び精神障害者福

祉に関する法律第３６条第３項の規定に基づき厚生大臣が定める行動の制限」（昭和６３年

４月８日厚生省告示第１２９号）及び「精神保健及び精神障害者福祉に関する法律第３７条

第１項の規定に基づき厚生大臣が定める処遇の基準」（昭和６３年４月８日厚生省告示第１

３０号）による。

処分担当課 総合振興局(振興局)保健環境部

保健行政室（地域保健室）健康推進課 （電話番号： ）

問い合わせ先 保健福祉部福祉局障がい者保健福祉課精神障がい・発達支援グループ （電話番号：

011-204-5279）

備 考

（公表アドレス： http://www.pref.hokkaido.lg.jp/hf/shf/syofuku/shinsakijjun.htm）



（別表２）

不 利 益 処 分 に 係 る 処 分 基 準

（平成２５年１０月 １日作成）

法 令 名 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律

根 拠 条 項 第３８条の７第２項

処分の概要 精神科病院に対する入院者退院命令

厚生労働大臣又は都道府県知事は、必要があると認めるときは、第 22 条の４第３項の規

法令の定め 定により入院している者又は第 33 条第１項若しくは第２項若しくは第 33 条の４第１項の

規定により入院した者について、その指定する２人以上の指定医に診察させ、各指定医の診

察の結果がその入院を継続する必要があることに一致しない場合又はこれらの者の入院がこ

の法律若しくはこの法律に基づく命令に違反して行われた場合には、これらの者が入院して

いる精神科病院の管理者に対し、その者を退院させることを命ずることができる。

指定する２人以上の指定医が診察し、各指定医の診察の結果がその入院を継続する必要が

処 分 基 準 あることに一致しない場合又は、入院が法律若しくは政令に基づく命令に違反して行われた

場合。

処分担当課 総合振興局(振興局)保健環境部

保健行政室（地域保健室）健康推進課 （電話番号： ）

問い合わせ先 保健福祉部福祉局障がい者保健福祉課精神障がい・発達支援グループ （電話番号：

011-204-5279）

備 考

（公表アドレス： http://www.pref.hokkaido.lg.jp/hf/shf/syofuku/shinsakijjun.htm）



（別表２）

不 利 益 処 分 に 係 る 処 分 基 準

（平成２５年１０月 １日作成）

法 令 名 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律

根 拠 条 項 第４５条の２第３項

精神障害者保健福祉手帳の返還命令

処分の概要

都道府県知事は、精神障害者保健福祉手帳の交付を受けた者について、政令で定める状態

法令の定め でなくなったと認めるときは、その者に対し精神障害者保健福祉手帳の返還を命ずることが

できる。

処 分 基 準

処分担当課 総合振興局(振興局)保健環境部

保健行政室（地域保健室）健康推進課 （電話番号： ）

問い合わせ先 保健福祉部福祉局障がい者保健福祉課精神障がい・発達支援グループ（電話番号：

011-204-5279）

処分の原因となる事実については、個別の情状等に対して具体的な基準として画一的に決

備 考 めることが困難なため、基準の設定はしていない。

（公表アドレス： http://www.pref.hokkaido.lg.jp/hf/shf/syofuku/shinsakijjun.htm）



（別表２）

不 利 益 処 分 に 係 る 処 分 基 準

（平成２５年１０月 １日作成）

法 令 名 特別児童扶養手当等の支給に関する法律

根 拠 条 項 第１１条

手当の不支給

処分の概要

手当は、次の各号のいずれかに該当する場合においては、その額の全部又は一部を支給し

法令の定め ないことができる。

①受給資格者が、正当な理由なくて、第３６条第１項の規定による命令に従わず、又は同項

の規定による当該職員の質問に応じなかったとき。。

②障害児が、正当な理由がなくて、第３６条第２項の規定による命令に従わず、又は同項の

規定による当該職員の診断を拒んだとき。

③受給資格者が、当該障害児の監護又は養育を著しく怠っているとき。

処 分 基 準

処分担当課 総合振興局（振興局）保健環境部社会福祉課 （電話番号： ）

問い合わせ先 保健福祉部福祉局障がい者保健福祉課精神障がい・発達支援グループ（電話番号：

011-204-5264）

処分の原因となる事実について、個別の情状等に対して具体的な基準を画一的に定めるこ

備 考 とが困難なため、基準の設定はしていない。

（公表アドレス： http://www.pref.hokkaido.lg.jp/hf/shf/syofuku/shinsakijjun.htm）



（別表２）

不 利 益 処 分 に 係 る 処 分 基 準

（平成２５年１０月 １日作成）

法 令 名 特別児童扶養手当等の支給に関する法律

根 拠 条 項 第１２条

手当の一時差し止め

処分の概要

手当の支給を受けている者が、正当な理由がなくて、第３５条第１項の規定による届出を

法令の定め せず、又は書類その他の物件を提出しないときは、手当の支払を一時差し止めることができ

る。

処 分 基 準

処分担当課 総合振興局（振興局）保健環境部社会福祉課 （電話番号： ）

問い合わせ先 保健福祉部福祉局障がい者保健福祉課精神障がい・発達支援グループ（電話番号：

011-204-5264）

処分の原因となる事実について、個別の情状等に対して具体的な基準を画一的に定めるこ

備 考 とが困難なため、基準の設定はしていない。

（公表アドレス： http://www.pref.hokkaido.lg.jp/hf/shf/syofuku/shinsakijjun.htm）



（別表２）

不 利 益 処 分 に 係 る 処 分 基 準

（平成２５年１０月 １日作成）

法 令 名 特別児童扶養手当等の支給に関する法律

根 拠 条 項 第１７条

障害児福祉手当の受給資格の喪失

処分の概要

都道府県知事、市長（特別区の区長を含む。以下同じ）及び福祉事務所（社会福祉法（昭

法令の定め 和２６年法律第４５号）に定める福祉に関する事務所をいう。以下同じ）を管理する町村長

は、その管理に属する福祉事務所の所管区域内に住所を有する重度障害児に対し、障害児福

祉手当を支給する。ただし、その者が次の各号のいずれかに該当するときは、この限りでは

ない。

①障害を支給事由とする給付で政令で定めるものを受けることができるとき。ただし、その

の全額につきその支給が停止されている時を除く。

②児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）に規定する肢体不自由児施設その他これに類す

る施設で厚生労働省令で定めるものに収容されているとき。

上記法令の定めるとおり

処 分 基 準

処分担当課 総合振興局（振興局）保健環境部社会福祉課 （電話番号： ）

問い合わせ先 保健福祉部福祉局障がい者保健福祉課精神障がい・発達支援グループ（電話番号：

011-204-5264）

受給資格喪失届（様式第八号）

備 考

（公表アドレス： http://www.pref.hokkaido.lg.jp/hf/shf/syofuku/shinsakijjun.htm）



（別表２）

不 利 益 処 分 に 係 る 処 分 基 準

（平成２５年１０月 １日作成）

法 令 名 特別児童扶養手当等の支給に関する法律

根 拠 条 項 第２０条

障害児福祉手当の支給の制限

処分の概要

手当は、受給資格者の前年の所得が、その者の扶養親族等の有無及び数に応じて、政令で

法令の定め 定める額を超えるときは、その年の８月から翌年の７月までは、支給しない。

特別児童扶養手当等の支給に関する法律施行令第７条に規定する額は、厚生労働省通知（社

処 分 基 準 会・援護局）の基準額に基づく。

処分担当課 総合振興局（振興局）保健環境部社会福祉課 （電話番号： ）

問い合わせ先 保健福祉部福祉局障がい者保健福祉課精神障がい・発達支援グループ（電話番号：

011-204-5264）

備 考

（公表アドレス： http://www.pref.hokkaido.lg.jp/hf/shf/syofuku/shinsakijjun.htm）



（別表２）

不 利 益 処 分 に 係 る 処 分 基 準

（平成２５年１０月 １日作成）

法 令 名 特別児童扶養手当等の支給に関する法律

根 拠 条 項 第２１条

障害児福祉手当の支給の制限

処分の概要

手当は、受給資格者の配偶者の前年の所得又は受給資格者の民法第８７７号第１項に定め

法令の定め る扶養義務者で当該受給者の生計を維持するものの前年の所得が、その者の扶養親族等の有

無及び数に応じて、政令で定める額を超えるときは、その年の８月から翌年の７月までは、

支給しない。

特別児童扶養手当等の支給に関する法律施行令第８条に規定する額は、厚生労働省通知（社

処 分 基 準 会・援護局）の基準額に基づく。

処分担当課 総合振興局（振興局）保健環境部社会福祉課 （電話番号： ）

問い合わせ先 保健福祉部福祉局障がい者保健福祉課精神障がい・発達支援グループ（電話番号：

011-204-5264）

備 考

（公表アドレス： http://www.pref.hokkaido.lg.jp/hf/shf/syofuku/shinsakijjun.htm）



（別表２）

不 利 益 処 分 に 係 る 処 分 基 準

（平成２５年１０月 １日作成）

法 令 名 特別児童扶養手当等の支給に関する法律

根 拠 条 項 第２２条第２項

障害児福祉手当の返還

処分の概要

第２２条第１項の規定により同項に規定する期間に係る手当が支給された場合において、

法令の定め 次の各号に該当するときは、その支給を受けた者は、それぞれ当該各号に規定する手当で同

項に規定する期間に係るものに、相当する金額を都道府県、市（特別区を含む。以下同じ。）

又は福祉事務所を設置する町村に返還しなければならない。

一 当該被災者の当該損害を受けた年の所得が、当該被災者の扶養親族等の有無及び数に応

じて、第２０条に規定する政令で定める額を超えること。当該被災者に支給された手当

二 当該被災者の当該損害を受けた年の所得が、当該被災者の扶養親族等の有無及び数に応

じて、前条に規定する政令で定める額以上であること。当該被災者を配偶者又は扶養義務

者とするものに支給された手当

上記法令の定めるとおり。

処 分 基 準

処分担当課 総合振興局（振興局）保健環境部社会福祉課 （電話番号： ）

問い合わせ先 保健福祉部福祉局障がい者保健福祉課精神障がい・発達支援グループ（電話番号：

011-204-5264）

備 考 （公表アドレス： http://www.pref.hokkaido.lg.jp/hf/shf/syofuku/shinsakijjun.htm）



（別表２）

不 利 益 処 分 に 係 る 処 分 基 準

（平成２５年１０月 １日作成）

法 令 名 特別児童扶養手当等の支給に関する法律

根 拠 条 項 第２４条

不正利得の徴収

処分の概要

１ 都道府県知事、市長又は福祉事務所を管理する町村長は、偽りその他不正の手段により

法令の定め 手当の支給を受けた者があるときは、国税徴収の例により、その者から、その支給を受け

た額に相当する金額の全部又は一部を徴収することができる。

２ 前項の規定による徴収金の先取特権の順位は、国税及び地方税に次ぐものとする。

処 分 基 準

処分担当課 総合振興局（振興局）保健環境部社会福祉課 （電話番号： ）

問い合わせ先 保健福祉部福祉局障がい者保健福祉課精神障がい・発達支援グループ（電話番号：

011-204-5264）

処分の原因となる事実については、個々の実情等に対して具体的基準として画一的に定め

備 考 ることが困難なため、処分基準の設定はしていない。

（公表アドレス： http://www.pref.hokkaido.lg.jp/hf/shf/syofuku/shinsakijjun.htm）



（別表２）

不 利 益 処 分 に 係 る 処 分 基 準

（平成２５年１０月 １日作成）

法 令 名 特別児童扶養手当等の支給に関する法律

根 拠 条 項 第２６条（第１１条準用）

障害児福祉手当の不支給

処分の概要

手当は、次の各号のいずれかに該当する場合においては、その額の全部又は一部を支給し

法令の定め ないことができる。

一 受給資格者が、正当な理由なくて、第３６条第１項の規定による命令に従わず、又は同

項の規定による当該職員の質問に応じなかったとき。

二 障害児が、正当な理由がなくて、第３６条第２項の規定による命令に従わず、又は同項

の規定による当該職員の診断を拒んだとき。

処 分 基 準

処分担当課 総合振興局（振興局）保健環境部社会福祉課 （電話番号： ）

問い合わせ先 保健福祉部福祉局障がい者保健福祉課精神障がい・発達支援グループ（電話番号：

011-204-5264）

処分の原因となる事実については、個々の実情等に対して具体的基準として画一的に定め

備 考 ることが困難なため、処分基準の設定はしいない。

（公表アドレス： http://www.pref.hokkaido.lg.jp/hf/shf/syofuku/shinsakijjun.htm）



（別表２）

不 利 益 処 分 に 係 る 処 分 基 準

（平成２５年１０月 １日作成）

法 令 名 特別児童扶養手当等の支給に関する法律

根 拠 条 項 第２６条

調査拒否等による手当支給差止め

処分の概要

手当の支給を受けている者が、正当な理由がなくて、第３５条第１項の規定による届出を

法令の定め せず、又は書類その他の物件を提出しないときは、手当の支払を一時差し止めることができ

る。

処 分 基 準

処分担当課 総合振興局（振興局）保健環境部社会福祉課 （電話番号： ）

問い合わせ先 保健福祉部福祉局障がい者保健福祉課精神障がい・発達支援グループ（電話番号：

011-204-5264）

処分の原因となる事実については、個々の実情等に対して具体的基準として画一的に定め

備 考 ることが困難なため、処分基準の設定はしていない。

（公表アドレス： http://www.pref.hokkaido.lg.jp/hf/shf/syofuku/shinsakijjun.htm）



（別表２）

不 利 益 処 分 に 係 る 処 分 基 準

（平成２５年１０月 １日作成）

法 令 名 特別児童扶養手当等の支給に関する法律

根 拠 条 項 第２６条（第１６条準用～児童扶養手当法第３１条準用）

手当の支払の調整

処分の概要

手当を支給すべきではないにもかかわらず、手当の支給としての支払が行われたときは、

法令の定め その支払われた手当は、その後に支払うべき手当の内払とみなすことができる。第１２条第

２項（児童扶養手当法）の規定によりすでに支給を受けた手当に相当する金額の全部又は一

部を返還すべき場合におけるその返還すべき金額及び手当の額を減額して改定すべき事由が

生じたにもかかわらず、その事由が生じた日に属する月の翌月以降の分として減額しない額

の手当が支払われた場合における当該手当の当該減額すべきであった部分についても、同様

とする。

上記法令の定めるとおり

処 分 基 準

処分担当課 総合振興局（振興局）保健環境部社会福祉課 （電話番号： ）

問い合わせ先 保健福祉部福祉局障がい者保健福祉課精神障がい・発達支援グループ（電話番号：

011-204-5264）

備 考

（公表アドレス： http://www.pref.hokkaido.lg.jp/hf/shf/syofuku/shinsakijjun.htm）



（別表２）

不 利 益 処 分 に 係 る 処 分 基 準

（平成２５年１０月 １日作成）

法 令 名 特別児童扶養手当等の支給に関する法律

根 拠 条 項 第２６条の２

特別障害者手当の受給資格の喪失

処分の概要

都道府県知事、市長及び福祉事務所を管理する町村長は、その管理に属する福祉事務所の

法令の定め 所管区域内に住所を有する特別障害者に対し、特別障害者手当を支給する。ただし、その者

が次の各号のいずれかに該当するときは、その限りでない。

１ 身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８３号）に規定する身体障害者療護施設その他

これに類する施設で厚生労働省令で定めるものに収容されているとき。

２ 病院又は診療所（前号に規定する施設を除く）に継続して３月を超えて収容されるに至

ったとき。

上記法令の定めるとおり

処 分 基 準

処分担当課 総合振興局（振興局）保健環境部社会福祉課 （電話番号： ）

問い合わせ先 保健福祉部福祉局障がい者保健福祉課精神障がい・発達支援グループ（電話番号：

011-204-5264）

備 考

（公表アドレス： http://www.pref.hokkaido.lg.jp/hf/shf/syofuku/shinsakijjun.htm）



（別表２）

不 利 益 処 分 に 係 る 処 分 基 準

（平成２５年１０月 １日作成）

法 令 名 特別児童扶養手当等の支給に関する法律

根 拠 条 項 第２６条の４

特別障害者手当の支払の調整

処分の概要

手当は、手当の支給要件に該当する者が、障害を支給理由とする給付であって、手当に相

法令の定め 当するものとして政令で定めるものを受けることができることは、その価値の限度で支給し

ない。ただし、その全額につきその支給が停止されているときは、この限りではない。

特別児童扶養手当等の支給に関する法律施行令第１０条に規定する、原子爆弾被爆者に対

処 分 基 準 する特別措置に関する法律（昭和４３年法律第５３号）に基づく介護手当を受けることがで

きるときは、上記法令の定めるとおり。

処分担当課 総合振興局（振興局）保健環境部社会福祉課 （電話番号： ）

問い合わせ先 保健福祉部福祉局障がい者保健福祉課精神障がい・発達支援グループ（電話番号：

011-204-5264）

備 考

（公表アドレス： http://www.pref.hokkaido.lg.jp/hf/shf/syofuku/shinsakijjun.htm）



（別表２）

不 利 益 処 分 に 係 る 処 分 基 準

（平成２５年１０月 １日作成）

法 令 名 特別児童扶養手当等の支給に関する法律

根 拠 条 項 第２６条の５（法第１１条準用）

特別障害者手当の不支給

処分の概要

手当は、次の各号のいずれかに該当する場合においては、その額の全部又は一部を支給し

法令の定め ないことができる。

一 受給資格者が、正当な理由がなくて、第３６条第１項の規定による命令に従わず、又

は同項の規定による当該職員の質問に応じなかったとき。

二 障害児が、正当な理由がなくて、第３６条第２項の規定による命令に従わず、又は同項

の規定による当該職員の診断を拒んだとき。

処 分 基 準

処分担当課 総合振興局（振興局）保健環境部社会福祉課 （電話番号： ）

問い合わせ先 保健福祉部福祉局障がい者保健福祉課精神障がい・発達支援グループ（電話番号：

011-204-5264）

処分の原因となる事実については、個々の実情等に対して具体的基準として画一的に定め

備 考 ることが困難なため、処分基準の設定はしてない。

（公表アドレス： http://www.pref.hokkaido.lg.jp/hf/shf/syofuku/shinsakijjun.htm）



（別表２）

不 利 益 処 分 に 係 る 処 分 基 準

（平成２５年１０月 １日作成）

法 令 名 特別児童扶養手当等の支給に関する法律

根 拠 条 項 第２６条の５（法第１２条準用）

調査拒否等による手当支払差止め

処分の概要

手当の支給を受けている者が、正当な理由がなくて、第３５条第１項の規定による届出を

法令の定め せず、又は書類その他の物件を提出しないときは、手当の支払を一時差し止めることができ

る。

処 分 基 準

処分担当課 総合振興局（振興局）保健環境部社会福祉課 （電話番号： ）

問い合わせ先 保健福祉部福祉局障がい者保健福祉課精神障がい・発達支援グループ（電話番号：

011-204-5264）

処分の原因となる事実については、個々の実情等に対して具体的基準として画一的に定め

備 考 ることが困難なため、処分基準の設定はしていない。

（公表アドレス： http://www.pref.hokkaido.lg.jp/hf/shf/syofuku/shinsakijjun.htm）



（別表２）

不 利 益 処 分 に 係 る 処 分 基 準

（平成２５年１０月 １日作成）

法 令 名 特別児童扶養手当等の支給に関する法律

根 拠 条 項 第２６条の５

特別障害者手当の支給の制限

処分の概要

手当は、受給資格者の配偶者の前年の所得が、その者の扶養親族等の有無及び数に応じて、

法令の定め 政令で定める額を超えるときは、その年の８月から翌年の７月までは、支給しない。

特別児童扶養手当等の支給に関する法律施行令第７条に規定する額は、厚生労働省通知（社

処 分 基 準 会・援護局）の基準額に基づく。

処分担当課 総合振興局（振興局）保健環境部社会福祉課 （電話番号： ）

問い合わせ先 保健福祉部福祉局障がい者保健福祉課精神障がい・発達支援グループ（電話番号：

011-204-5264）

備 考

（公表アドレス： http://www.pref.hokkaido.lg.jp/hf/shf/syofuku/shinsakijjun.htm）



（別表２）

不 利 益 処 分 に 係 る 処 分 基 準

（平成２５年１０月 １日作成）

法 令 名 特別児童扶養手当等の支給に関する法律

根 拠 条 項 第２６条の５（法第２２条第２項準用）

特別障害者手当の返還

処分の概要

第２２条第１項の規定により同項に規定する期間に係る手当が支給された場合において、

法令の定め 次の各号に該当するときは、その支給を受けた者は、それぞれ当該各号に規定する手当で同

項に規定する期間に係るものに、相当する金額を都道府県、市（特別区を含む。以下同じ。）

又は福祉事務所を設置する町村に返還しなければならない。

一 当該被災者の当該損害を受けた年の所得が、当該被災者の扶養親族等の有無及び数に応

じて、第２０条に規定する政令で定める額を超えること。当該被災者に支給された手当

二 当該被災者の当該損害を受けた年の所得が、当該被災者の扶養親族等の有無及び数に応

じて、前条に規定する政令で定める額以上であること。当該被災者を配偶者又は扶養義務

者とするものに支給された手当

上記法令の定めるとおり。

処 分 基 準

処分担当課 総合振興局（振興局）保健環境部社会福祉課 （電話番号： ）

問い合わせ先 保健福祉部福祉局障がい者保健福祉課精神障がい・発達支援グループ（電話番号：

011-204-5264）

備 考

（公表アドレス： http://www.pref.hokkaido.lg.jp/hf/shf/syofuku/shinsakijjun.htm）



（別表２）

不 利 益 処 分 に 係 る 処 分 基 準

（平成２５年１０月 １日作成）

法 令 名 特別児童扶養手当等の支給に関する法律

根 拠 条 項 第２６条の５（法第１６条準用～児童扶養手当法第３１条準用）

特別障害者手当の支払の調整

処分の概要

手当を支給すべきではないにもかかわらず、手当の支給としての支払が行われたときは、

法令の定め その支払われた手当は、その後に支払うべき手当の内払とみなすことができる。第１２条第

２項（児童扶養手当法）の規定によりすでに支給を受けた手当に相当する金額の全部又は一

部を返還すべき場合におけるその返還すべき金額及び手当の額を減額して改定すべき事由が

生じたにもかかわらず、その事由が生じた日に属する月の翌月以降の分として減額しない額

の手当が支払われた場合における当該手当の当該減額すべきであった部分についても、同様

とする。

上記法令の定めるとおり

処 分 基 準

処分担当課 総合振興局（振興局）保健環境部社会福祉課 （電話番号： ）

問い合わせ先 保健福祉部福祉局障がい者保健福祉課精神障がい・発達支援グループ（電話番号：

011-204-5264）

備 考

（公表アドレス： http://www.pref.hokkaido.lg.jp/hf/shf/syofuku/shinsakijjun.htm）



（別表２）

不 利 益 処 分 に 係 る 処 分 基 準

（平成２５年１０月 １日作成）

法 令 名 特別児童扶養手当等の支給に関する法律

根 拠 条 項 第２６条の５（第２４条準用）

不正利得の徴収

処分の概要

１ 都道府県知事、市長又は福祉事務所を管理する町村長は、偽りその他不正の手段により

法令の定め 手当の支給を受けた者があるときは、国税徴収の例により、その者から、その支給を受け

た額に相当する金額の全部又は一部を徴収することができる。

２ 前項の規定による徴収金の先取特権の順位は、国税及び地方税に次ぐものとする。

処 分 基 準

処分担当課 総合振興局（振興局）保健環境部社会福祉課 （電話番号： ）

問い合わせ先 保健福祉部福祉局障がい者保健福祉課精神障がい・発達支援グループ（電話番号：

011-204-5264）

処分の原因となる事実については、個々の実情等に対して具体的基準として画一的に定め

備 考 ることが困難なため、処分基準の設定はしていない。

（公表アドレス： http://www.pref.hokkaido.lg.jp/hf/shf/syofuku/shinsakijjun.htm）



（別表２）

不 利 益 処 分 に 係 る 処 分 基 準

（平成２５年１０月 １日作成）

法 令 名 身体障害者福祉法施行令

根 拠 条 項 第３条第３項

医師の指定の取消し

処分の概要

法第１５条第１項の指定を受けた医師について、その職務を行わせることが不適当である

法令の定め と認められる事由が生じたときは、都道府県知事は、社会福祉法第７条第１項に規定する地

方社会福祉審議会の意見を聴いて、その指定を取り消すことができる。

処 分 基 準

処分担当課 保健福祉部福祉局障がい者保健福祉課 （電話番号：011-204-5278）

問い合わせ先 保健福祉部福祉局障がい者保健福祉課地域支援グループ（電話番号：011-204-5278）

処分の原因となる事実については、個別の情状等に対して具体的な基準として画一的に決

備 考 めることが困難なため、基準の設定はしていない。

（公表アドレス： http://www.pref.hokkaido.lg.jp/hf/shf/syofuku/shinsakijjun.htm）



（別表２）

不 利 益 処 分 に 係 る 処 分 基 準

（平成２５年１０月 １日作成）

法 令 名 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律

根 拠 条 項 第５７条

自立支援医療支給認定の取消し

処分の概要

都道府県知事は、次に掲げる場合には、当該支給認定を取り消すことができる。

法令の定め ① 支給認定に係る障害者等が、その心身の障害の状態からみて自立支援医療を受ける必要

がなくなったと認めたとき

② 支給認定障害者等が、支給認定の有効期間内に、当該市町村等以外の市町村等の区域に

居住地を有するに至ったと認めるとき

③ 支給認定に係る障害者等が、正当な理由なしに第９条第１項の規定による命令に応じな

いとき

④ 虚偽の申請をしたとき

処 分 基 準

処分担当課 総合振興局(振興局)保健環境部

保健行政室（地域保健室）健康推進課 （電話番号： ）

問い合わせ先 保健福祉部福祉局障がい者保健福祉課精神障がい・発達支援グループ（電話番号：

011-204-5279）

処分の原因となる事実については、個別の情状等に対して具体的な基準として画一的に決

備 考 めることが困難なため、基準の設定はしていない。

（公表アドレス： http://www.pref.hokkaido.lg.jp/hf/shf/syofuku/shinsakijjun.htm）


